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原子力リサイクルビジネスの事業モデル

• 現在検討しているビジネスモデルは、地元企業が中心となった企業連合体を組織し、複
数の原子力発電所から廃炉等に伴い発生した廃棄物を受入れ、集中処理を行う事業。

• また、クリアランス検認前に溶融処理を行うことにより、更なる作業の効率化を目指す。
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• 現状、各発電所ごとに実施している
クリアランス（ＣＬ）検認作業を、
１か所に集めて集中処理

• 現状、廃棄物の汚染にはバラつきがある
ため、ＣＬ検認作業が複雑化

• ＣＬ検認前の溶融処理により、汚染の均
質化、作業の効率化が可能
（海外では既に実施されている処理法）

① 集中処理で効率化

② ＣＬ検認前の溶融処理で更なる効率化

＜原子力リサイクルビジネスの特徴＞



原子力リサイクルビジネスの意義について
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① 円滑な廃止措置の推進に寄与

② 資源の有効活用

③ 廃炉を通じた地域産業の活性化

─ 廃炉等に伴い、多くの物量が発生するクリアランス物について、安全かつ合理的
な手法を用いて処理を進めていくことにより、円滑な廃止措置の推進に貢献

─ 安全性が確認され再利用可能なクリアランス物について、埋設など廃棄物として
処分するのではなく、着実なリサイクルにより、資源の有効活用につながる

─ 原子炉の廃炉決定に伴い、これまで原子力関連業務に従事してきた地元企業に
とっては、将来的な雇用等に懸念

─ 廃炉を起点とした産業化を推進することにより、地元企業の新たな雇用の創出を
通じて、地域産業の活性化、原子力人材の確保にも資する



福井県における原子力リサイクルビジネスに関する取組について
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① 実現可能性調査（令和３年度）

② タスクフォースの設置（令和３年１２月～）

─ 原子力リサイクルビジネスについて、実現可能性（ＦＳ）調査を実施し、事業モ
デルや収支採算性などを検討

─ 結果として、許認可の取得など実現に向けた課題はあるが、事業自体には一定の
持続可能性があることを確認

─ ＦＳ調査において示された課題について、国や県、電力事業者、地元経済界など
が共に議論を行い、その解決の方策を検討する場として、タスクフォースを設置

─ これまで規制課題や、事業体の組織設立に向けて議論を実施

③ 施設の仕様検討（令和４年度）

─ ＦＳ調査の結果も踏まえ、本事業に必要な設備や整備までのスケジュール、コス
ト等について、より具体的な調査を実施中

④ 理解促進活動（令和４年度）

─ 事業実現に向けて、クリアランス制度や原子力リサイクルビジネスの内容につい
て理解促進を図るため、地元企業や地域住民を対象にした意見交換（ステークホ
ルダーグループ）を実施中



事業化に向けた課題について
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課題①原子炉等規制法に基づく許認可の取得

課題②イニシャルコストへの対応

─ 事業の性質上、放射性物質を含む廃棄物を扱い、クリアランス検認に係る処理を行う
ため、原子炉等規制法に基づき事業許可を得ることが必要

─ これまで国内では前例のない取組みであり、特に以下の点については、許認可が得ら
れるか、現時点では不確実性があると考えられる

─ 令和３年度のＦＳ調査では、設備費だけで約100億円が必要になる試算

─ 国のリーディングプロジェクトとして、国や電力事業者等による支援が必要

 原子力事業者ではない、地元企業による連合体が許認可を受けることが可能か

 海外では既に処理実績があるが、国内では前例がない、検認前に溶融する手法を用いた
クリアランス測定・評価方法が許容されるか

課題③クリアランス制度に関する理解促進（フリーリリースの実現）

─ 現状、クリアランス物の再利用は（制度の社会定着までの間）電力業界内での使用に限定

─ 円滑な事業実施には、クリアランス物のフリーリリース（一般利用）の実現が不可欠


